
2.　入札参加資格申請の要件

入札参加資格審査申請をするには、以下の用件を満たしている必要があります。
（１） 　未納の徴収金がないこと。

ア

イ

（２） 　経営が健全であり、契約の履行が確実であると認められること。
（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

（１０）

（１） 申請様式
・ 別記様式1～５に必要事項を記入し、申請してください。
・ 申請は法人又は事業者単位となります。(受任者単位での申請は、受付け出来ません。）
・

（２） 申請区分
① 新規・更新申請：新規及び更新で入札参加資格の認定を申請するもの。
② 再申請　：名簿登載期限切れ等により、再度認定を申請するもの。
③ 業種追加：現に名簿に登録されている業務（部門）以外について、認定を申請するもの。

　会社更生法(平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更正手続開始
申し立て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件に係るものを
含む。）をした者にあっては、同法第１９９条第１項若しくは第２項又は第２００条第１項の規
定による更生計画認可（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更正事件
に係わるものを含む。）の決定を受けていること。

　建設コンサルタントの請負にあっては、建設コンサルタント登録規程(昭和52年建設省告示第
717号）第2条第1項の規程による登録を受けていること。

　補償コンサルタントの請負にあっては、補償コンサルタント登録規定（昭和59年建設省告示第
1341号）第2条第1項の規程による登録を受けていること。

　入札（見積）、規約等に関する権限を、支店若しくは営業所等に委任する場合には、その支店
若しくは営業所等において必要な許可・登録を受けていること。

３.　申請様式及び申請区分

申請書の様式１「本店情報」には、「主たる営業所」の住所等を記載してください。様式２
「申請窓口情報」には、本店で入札･契約等を行う場合は、様式１と同じ本店の情報を、支店
若しくは営業所等に入札･契約等に関する権限を委任する場合は委任先の情報を記載してくだ
さい。

　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成3年法律第77号)第32条第1項各号に掲
げる物が、経営に関与していないこと。

平成28・29年度
公益社団法人岐阜県都市整備協会入札参加資格審査申請書

提出要領(測量･建設コンサルタント等業務）

1.　　入札参加資格審査

　公益社団法人岐阜県都市整備協会が発注する測量業務や建設コンサルタント業務等の委託契約の入札に
参加しようとする者は、入札参加資格審査申請を行い、認定を受け、入札参加資格者名簿に登録される必
要があります。

県税の全税目［個人の県民税、地方消費税及び県が発行する証紙をもって払い込む県税（証紙
に代えて、証紙代金収納計器で表示させることにより、又は現金で納付される県税を含む。)
のうち自動車税以外のものを除く。］については未納の徴収金（徴収猶予に係るものを除
く。）がないこと。

　地質調査の請負にあっては、地質調査業者登録規程(昭和５２年建設省告示718号）第２条第
1項の規程による登録を受けていること。

県内に主たる営業所を有する者にあっては、消費税及び地方消費税について未納の徴収金（徴
収猶予に係わる者を除く。）がないこと。

　民事再生法(平成11年法律第225号)第21条第1項及び第2項の規定による再生手続開始の申立
をした者にあっては、同法１７４条第１項の規定による再生計画認可の決定を受けていること。

　測量の請負にあっては、測量法(昭和２４年法律第188号)第55条第１項の規定による登録を受
けていること。
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４.　受付時期

（１） 定期受付
① 受付期間
平成28年1月25日（月）～平成28年2月29日（月）　まで
郵送の場合は消印　平成28年2月２９日まで

② 定期受付期間に受付を行う申請区分
定期受付期間中は、新規・更新・再申請の申請を受付します。
なお、業種追加については、定期受付期間中は受付を行いません。

③ 申請に係る基準日

申請にあたっては、基準日以降の決算内容に基づき申請してください。
④ 名簿登載期間
平成2８年4月１日から平成３０年3月３１日まで

５.　申請方法

（１） 変更申請

（２） 取下申請

7.　申請書提出先及び問い合わせ先

　　申請書の提出先及び入札参加資格申請に関するお問い合わせ先

〒　500-8384
岐阜県岐阜市藪田南5－14－12　シンクタンク庁舎5階
公益社団法人岐阜県都市整備協会　　計画課
TEL: 058－274－0080　FAX: 058－274－2772
E-mail: gifutoshi@gifutoshi.or.jp 

平成２８・２９年度の入札参加資格審査申請における基準日は「平成２６年１０月１日」とし
ます。

6.　変更申請及び取下申請

　　申請した事項（様式１～２の記載事項）に変更があった場合は、申請書類（様式１～２）に必要事項
を記入し、添付書類とともに提出してください。（郵送可）

　　業種単位（測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ等業務33区分）の資格取り下げを行う場合には、取下申請の様式６に
必要事項を記入し、提出してください。(郵送可)

　別紙様式（様式１～５）を記入のうえ、「添付書類送付票」及びその他必要な添付書類と共に提出して
ください。（郵送可）

2



添付書類等一覧

申請書（様式１～様式５）　

※申請書には印（法人：代表者印、個人：事業主印）を押印してください。

※代理人（行政書士）が代理申請を行う場合は、代理申請者の欄に記載し

　委任状を添付してください。なお、申請事務担当者の欄は申請者におけ

　る事務担当者を記載してください。

　（法人）　現在事項全部証明書（履歴事項全部証明書）（写し可）

　（個人）　市町村長が発行する身分証明書（写し可）

・登録証明書（写し可）

※登録後、決算期を迎えていない場合は、登録通知書及び登録申請書の控えの

　全部の写しを添付してください。

・地質調査業者登録規程第７条の規定に基づき提出した国土交通省の確認印が

　ある現況報告書の控えで決算書を含む全部の写し（2年度分）

※登録後、決算期を迎えていない場合は、登録通知書及び登録申請書の控えの

写しを添付してください。

・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録規程第７条の規定に基づき提出した国土交通省の確認印が

ある現況報告書の控えで決算書を含む全部の写し(2年度分）

※登録後、決算期を迎えていない場合は、登録通知書及び登録申請書の控えの

写しを添付してください。

・補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録規程第７条の規定に基づき提出した国土交通省の確認印が

ある現況報告書の控えで決算書を含む全部の写し（2年度分）

※登録後、決算期を迎えていない場合は、登録通知書及び登録申請書の控えの

写しを添付してください。

測量業務

・測量法第５５条の８に基づき提出した書類の決算書を含む全部の写し
（２年度分）

地質調査業務

②　　現在事項全部証明書

　　　又は身分証明書等

補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務
　なお「業種追加申請」の場合は、「直近決算日」の現況報告書を追加してくだ
さい。

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務

（１）新規・更新申請、再申請、業種追加時における添付書類

書　類　名 摘　要

　なお「業種追加申請」の場合は、「直近決算日」の現況報告書を追加してくだ
さい。

①入札参加資格審査申請書

・各証明書・登録証（写し可）

③登録証明
書及び
現況報告書

　なお「業種追加申請」の場合は、「直近決算日」の現況報告書を追加してくだ
さい。

不動産鑑定業者
土地家屋調査士
司法書士
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　①国税（消費税及び地方消費税）の納税証明書

　※その３でも可

　②岐阜県税の完納証明書（税目は、「全ての県税（全科目）」とします。）

※①については、岐阜県内に主たる事務所がある方のみ添付してください。

⑤使用印鑑届 　入札及び契約等に使用する、会社印及び代表者印を押印してください。

⑥受任者への委任状 　入札及び契約等の権限を委任する場合のみ、添付してください。

⑦受任者の身分証明書 　入札及び契約等の権限を委任する場合は、受任者の身分証明書を添付して

ください。（写し可）

　※受任者が現在事項証明書に記載されている場合は不要です。

⑧申請代理人への委任状 　代理人による申請の場合は、委任状を添付してください。

（注１）　②③④⑦の各種証明書は、申請日３ヶ月以内に発行されたものを添付してください。

（注２）　業種追加申請する場合

【様式４】

【様式５】

　申請書に記載する実績高が、直前に申請した新規申請・更新申請・再申請時の決算期と異なる場合、
既に名簿に登載済みの業種（部門）、新たに追加する業種（部門）とも、直前に申請した新規申請・更
新申請・再申請時と同じ決算期の実績のままで申請し、上記③（登録証明書及び現況報告書等）をそれ
ぞれ添付します。なお、技術者数については、申請日時点における技術者数とします。

　申請書に記載する決算内容が、直前に申請した新規申請・更新申請・再申請時の決算期と異なる場
合、直前に申請した新規申請・更新申請・再申請時と同じ決算期の決算内容のままで申請してくださ
い。

その３の２（「申告所得税」及び「消費税及地方消費税」について
未納税額のない証明用）

　（法人）

　（個人）

④　納税証明書（コピー可）
※国税電子申告・納税システム
（e-Tax)による電子納税証明書に
よる場合は、電子申請のファイル
アップロード両面に添付して提出
してください。

※②については、岐阜県内に事務所等があり、岐阜県税の納税義務がある方のみ
添付してください。

その３の３（「法人税」及び「消費税及地方消費税」につい
て未納税額のない証明用）
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・申請書には印（法人：代表者印、個人：事業主印）を押印
・受任者への委任状　（委任状を提出しているもので下表「委任状」欄に○がある場合のみ必要）
・添付書類　（下表のとおり）

1 企業情報（本店情報）の変更

①商号又は名称

④その他

・郵便番号・代表者役職

・電話・ＦＡＸ番号

2 申請窓口（受任者）情報の変更

①窓口営業所の名称

②窓口営業所の所在地

③受任者

④その他

・郵便番号・受任者役職名

・電話・ＦＡＸ番号

3 使用印鑑

（注１）

また、事務所を新規登録する場合は、「各登録変更届＋登録通知文書」も併せて提出してください。

（注２）登録業種の変更や窓口営業所自体の変更に伴い、名簿に登載されている業種（部門）の登録を有しなく

　　　　なった場合は、別途「入札参加資格取下申請」を提出してください。

（注３）使用印鑑の変更のみの場合には、使用印鑑届のみ提出してください。

・現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書（写し可）
・使用印鑑届

・現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書（写し可）
②主たる営業所の所在地
③法人の代表者

○

窓口営業所自体を変更する場合（例：本店から支店に申請窓口を変更する場合等）は、「(1)新規申請・更新
申請・再申請・業種追加時における送付書類」に準じて、添付書類（①申請書、②現在事項全部証明書等、
③登録証明（測量）及び現況報告書（建設コンサルタント、補償コンサルタント、地質）の直近1年分、④
納税証明書（写し可）、⑤使用印鑑届、⑥受任者への委任状、⑦受任者の身分証明書及び⑧申請代理人への
委任状）を送付願います。

　使用印鑑届　　

　現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書（写し可）
　又は、各法律又は登録規程に基づき提出した変更届（写し）又は
　「法人設立（変更）届」等の通知文書等変更がわかる書類
　＊補償コンサルタントは、確認印のある変更届。

○

　現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書）（写し可）
　身分証明書（写し可）

○

　添付書類は不要
　（受任者の役職名が変更となった場合のみ委任状を添付）

○

　添付書類不要
　（代表者の役職名が変更となった場合のみ委任状及び使用印鑑届
　を添付）

○

（２）変更申請提出時における送付書類

変更事項 添付書類 委任状
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※本票にて添付書類を確認のうえ.申請書、本送付票及び添付書類を提出してください.

(確認表)

No チェック

1 入札参加資格審査申請書

(法人の場合)現在事項全部証明書　　　　　　

又は履歴事項全部証明書

(個人の場合)身分証明書

測量業者登録証明書　(写し可)

測量法第55条の8に基づき提出した書類(2年度分)

7 使用印鑑届

受任者の身分証明書

受任者への委任状

契約等に関する権限を支店等に委任する者のみ必要

納税証明書

国　税 納税証明

地方税 完納証明書

9

10
申請日から3ヶ月
以内のもの(写し
可）

岐阜県都市整備協会入札参加資格審査申請書

添付書類送付票(測量・建設コンサルタント等業務)

地質調査業者登録規程第7条により提出した現況報告書
で確認印が押印されたもの(2年度分)

備考

申請日から3ヶ月
以内のもの(写し
可）

4

6

建設コンサルタント登録規程第7条により提出した現況
報告書で確認印が押印されたもの(2年度分)

補償コンサルタント登録規程第7条により提出した現況
報告書(2年度分)

5

（その３の２）・（その３の
３）・（その３）

入札.契約等に関する権限を支店等に委任する者のみ必
要(市町村にて発行)

8

添付著類

2
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様式　１　（本店情報）

公益社団法人　岐阜県都市整備協会　会長　様

決算年月日

商号又は
名　　称

代表者

氏　名

Fax番号

申請事務担当者（本申請に係る連絡先）

所　属

担当者

氏　名

E-mail

アドレス

申請代理人

氏　名
漢字

電話番号 Fax番号

電話番号 Fax番号

印
カナ

漢字

カナ

漢字

電話番号

カナ

印

役
職
名

カナ

漢字

漢字

カナ

漢字

岐阜県都市整備協会入札参加資格審査申請書（測量・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等）

　　　年　　月　　日

郵便番号

本　店
住　所

カナ



様式　２　（申請窓口情報）

申請窓口情報（登録を希望する窓口営業所の情報について記載すること）

申　請　区　分 新　規 更　新 再申請 業種追加

入札を希望する業種（上記営業所登録）

1 測 2 地 3 河 4 5 6 道 7 鉄 8 上 9 下 10 農 11 森 12 13 園 14 都 15 質 16 基 17 鋼 18 ト 19 施 20 環 21 22

23 24 調 25 26 物 27 工 28 営 29 損 30 補 31 32 建 33

登録業種一覧表の略号　　※（太字）を記載すること

測量 8 上 18  トンネル ト 27  機械工作物 工

1  測量 測 9  下水道 下 19 施 28  営業補償・特殊補償 営

地質調査 10  農業土木 農 20  建設環境 環 29  事業損失 損

2  地質調査 地 11  森林土木 森 21  機械 機 30  補償関連 補

建設コンサルタント 12  水産土木 水 22  電気電子 電 31  総合補償 総

3 河 13  造園 園 23  廃棄物 廃 建築

4  港湾及び空港 湾 14  都市計画及び地方計画 都 補償コンサルタント 32  建築設計 建

5  電力土木 力 15  地質 質 24  土地調査 調 33  建築設備設計 設

6  道路 道 16  土質及び基礎 基 25  土地評価 評

7  鉄道 鉄 17  鋼構造及びコンクリート 鋼 26  物件 物

記入に係る注意事項
　・本店で登録をする場合でも、本様式の提出が必要となります。
　・「入札を希望する業種」には、登録する窓口営業所において契約締結可能な業種を記入してください。

 河川、砂防及び海洋・海洋

電話番号 Fax番号

 上水道及び工業用水道

 施工計画・施工設備及び積算

代 表 者 カナ 役
職
名

氏 名
漢字

窓口営業所 カナ

名　　称
漢字

郵便番号

窓口営業所
住　　所

カナ

漢字



様式 　３　　（登録事業）

登録等を受けている事業

第 号 第 号

第 号 第 号

第 号 第 号

第 号 第 号

第 号 第 号

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名 登録番号 登録年月日

測 量 業 者         年    月   日 建築士事務所         年    月   日

建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ         年    月   日 地質調査業者         年    月   日

補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ         年    月   日 不動産鑑定業者         年    月   日

土地家屋調査士         年    月   日 司 法 書 士         年    月   日

計量証明事業者         年    月   日
岐阜県建築設備設計

事務所登録
        年    月   日



様式  ４  （実績及び技術者調書）

登　録　事　業　名　等

（登録業種名）

X Y Z

0 0 0

0 0 0

記載上の注意（要点）
・ 実績及び技術者の欄は登録等を受けている事業（部門がある場合は登録部門）のみ記入すること。

実績高（千円）
技　術　者

前1年度分の決算 基準日決算 2ヵ年の年間

    年   月    日～     年   月    日～ 平均実績

   年   月    日    年    月   日

　測　　　　　量 0

　地　質　調　査 0

建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

河川、砂防及び海岸・海洋部門 0

港湾及び空港部門 0

電力土木部門 0

道路部門 0

鉄道部門 0

上水道及び工業用水道部門 0

下水道部門 0

農業土木部門 0

森林土木部門 0

水産土木部門 0

造園部門 0

都市計画及び地方計画部門 0

地質部門 0

土質及び基礎部門 0

鋼構造及びコンクリート部門 0

トンネル部門 0

施工計画･施工設備及び積算部門 0

建設環境部門 0

機械部門 0

電気電子部門 0

廃棄物部門 0

登録部門以外（その他） 0

合　　　計 0 0 0

補
償
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

土地調査部門 0

土地評価部門 0

物件部門 0

機械工作物部門 0

営業補償･特殊補償部門 0

事業損失部門 0

補償関連部門 0

総合補償部門 0

合　　　計

登録部門以外（その他） 0

合　　　計 0 0 0

建
築

建築設計 0

建築設備設計 0

総　合　計　　（決算書と一致）

0 0 0

兼業売上（上記以外）



様式 　５  （経営規模等技術者調書）

単位：千円

（ ）

(単位：千円)

（ ） （  ） 

（   ） （  ） 

比率： 比率： 

年

自
己
資
本
額

区　　分 基準日決算時 剰余（欠損）金処分 計

（うち外国資本） 0

払　 込　 資　 本

準 備 金 ･ 積 立 金

次 期 繰 越 利益

（ 欠 損 ） 金

（P）

計

流   動   資   産 (m)

外
資
状
況

1外国国籍会社 3日本国籍会社

貸　借 流   動   負   債 (n) 国名： 国名：

対照表 固   定   資   産 (Q) 2日本国籍会社 比率： %

総   資   本   額 (R) 国名： 国名：

経   常   利   益 % %

損　益 税引前当期利益 (S)

計算書 当   期   利   益

営
業
年
数
等

創            業

総資本純利益率 (S/R×100)  % 現組織への変更

1954年03月09日

当期末処分利益 休業又は転(廃)

業   の   期   間

経営比率 流   動   比   率 (m/n×100)  % 営   業   年   数

自己資本固定比率 (P/Q×100)  %

常勤職 技 術 職 員 数 事 務 職 員 数 その他の職員 計 うち役職員数

員の数 0

有
資
格
者
数

測量士 測量士補 地質調査 1級建築士 2級建築士 土地区画 1級土木施 2級土木施 環境計量士

技　 　士 整 理 士 工管理技士 工管理技士

不動産 不動産 土地家屋 司法書士 RCCM 補償業務 建築設備士

鑑定士 鑑定士補 調 査 士 管 理 士

技　　　　　　　　　　術　　　　　　　　　　士 技術士

建設部門 上下水道部門 農業部門 森林部門 応用理学部門

0

電気電子部門 総合技術監理部門 その他 合  計



（
使
用
角
印

）

（
使
用
丸
印

）
fax

代 表 者 名

下記の印鑑は、入札の見積に参加し、契約の締結並びに代金の請
求及びに代金の請求及び受領のために使用したいからお申請しま
す。

※受付番号等

商 号 又 は 名 称

電 話 番 号

使用印鑑届

下記のとおり、使用印鑑を届ます。

所 在 地

指
名
希
望
事
業
所
関
係

使用印鑑届



1 見積もり又は入札に関する一切の権限

1 契約の締結及び契約に定める関係書類に関する一切の件

1 業務の履行及び契約の履行に関する一切の件

1 入札保証及び契約保証に関する一切の件

1 代金（前払い金を含む）及び保証金の請求に関する一切の件

1 代金（前払い金を含む）及び保証金の受領に関する一切の件

1 復代理人を選任する一切の件

1 共同企業体の結成に関する一切の件

1 委任期間 平成　　年　　月　　日から　平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日　

委任者

印

私（受任者）は委任されることを承諾します

印

商号又は名称

氏 名

住 所

支店又は営業所

氏 名

委　任　状

　私こと、下記の者をもって代理人と定め、公益社団法人岐阜県都市整備協会との契約に関し下記事項に関
する権限を委任します。

住 所



様式６

平成　　年　　月　　日
公益社団法人
岐阜県都市整備協会　会長　様

印

入札参加資格取下申請（測量・コンサルタント等）

住 所

商号又は名称

代表者名

　平成28・29年度の入札参加資格審査申請書類のうち下記業種・業務区分を取り下げましたので申請します。

業種名 業務区分 登録番号 取下月日


